
宮若市下水道事業会計予算書

令 和 ３ 年 度



年 間 有 収 水 量

排 水 戸 数

営 業 外 費 用

千円３５１，７４７

（１）

（２）

主要な建設改良事業

第３項

下水道事業収益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

（３）

第２項

第１項

令和３年度 宮若市下水道事業会計予算

千円

特 別 利 益

特 別 損 失

第３項

第１款

営 業 費 用

第２項

２ 千円

下水道事業費用

第１項

３９７，８１８

５５，８２８ 千円

２ 千円

４４，１０２ 千円

７１，９４０

千円

第１款

千円

千円

千円

管 路 建 設 費

ポンプ場建設改良費

流域下水道建設負担金

５２２，９９６

９７，５９６

第１条　令和３年度宮若市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（総則）

（業務の予定量）

（収益的収入及び支出）

（ア）

千円

３９５，８５１

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

㎥

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

戸

２６０，０００

１，０４１

３４１，９８８

（イ）

（ウ）

収　　　入

支　　　出
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合　　　計 ３４８，６００　

（単位：千円）
起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

公共下水道事業 ２７９，５００　

証書借入

第１款

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 ９８，３５３千円は、

　当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 ３２，８０２千円、過年度分損益勘定留保資金 ４９，９６５千円、当年度分損益

９２，２９６

第３項

６９２，５３２

１００

千円

１３２，１７７

予 備 費

千円

資 本 的 支 出

２４５，５００

１２，８８０

千円

建 設 改 良 費

７２６，４５６ 千円

２７，１８０

負担金及び分担金

企 業 債

　勘定留保資金 １５，５８６千円で補てんするものとする。）

第２項 国 庫 補 助 金

第１款 資 本 的 収 入

第２項

第１項

（企業債）

千円

企業債償還金

千円

他会計補助金 千円

８２４，８０９ 千円

千円

第１項

千円

収　　　入

３４８，６００

第５項

第３項

第４項 他会計負担金

支　　　出

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

４．００％以内

　政府資金、その他銀行等について
は、その融資条件による。
　ただし、財政その他の都合により
繰上償還又は低利に借換することが
できる。

流域下水道事業 ６９，１００　

（資本的収入及び支出）
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令和３年２月２６日提出

（１）

（一時借入金）

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（議会の議決を経なければ流用することができない経費）

宮 若 市 長

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

有 吉 哲 信

千円

（１）

７４，５６６

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

第９条　下水道事業経営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２１１，２９６千円である。

職員給与費

第６条　一時借入金の限度額は、２００，０００千円と定める。

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用。

（他会計からの補助金）
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（単位：千円）

予定額 備考

１ 下水道事業収益 397,818

１ 営業収益 55,828

１ 下水道使用料 48,620

２ 雨水処理負担金 7,063

３ その他営業収益 145

２ 営業外収益 341,988

１ 受取利息及び配当金 1

２ 他会計負担金 108,949

３ 他会計補助金 119,000

４ 長期前受金戻入 109,037

５ 消費税及び地方消費税還付金 5,000

６ 雑収益 1

３ 特別利益 2

１ 過年度損益修正益 1

２ その他特別利益 1

令和３年度 宮若市下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入

款 項 目
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（単位：千円）

予定額 備考

１ 下水道事業費用 395,851

１ 営業費用 351,747

１ 管渠費 2,102

２ ポンプ場費 6,612

３ 業務費 853

４ 総係費 43,009

５ 流域下水道維持管理負担金 96,108

６ 減価償却費 203,063

２ 営業外費用 44,102

１ 支払利息及び企業債取扱諸費 44,102

３ 特別損失 2

１ 過年度損益修正損 1

２ その他特別損失 1

支　　出

款 項 目
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（単位：千円）

予定額 備考

１ 資本的収入 726,456

１ 企業債 348,600

１ 企業債 348,600

２ 国庫補助金 245,500

１ 国庫補助金 245,500

３ 負担金及び分担金 12,880

１ 受益者負担金 8,940

２ 受益者分担金 3,940

４ 他会計負担金 27,180

１ 他会計負担金 27,180

５ 他会計補助金 92,296

１ 他会計補助金 92,296

款 項 目

資本的収入及び支出

収　　入
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（単位：千円）

予定額 備考

１ 資本的支出 824,809

１ 建設改良費 692,532

１ 管路建設費 522,996

２ ポンプ場建設改良費 97,596

３ 流域下水道建設負担金 71,940

２ 企業債償還金 132,177

１ 企業債償還金 132,177

３ 予備費 100

１ 予備費 100

支　　出

款 項 目
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１　業務活動によるキャッシュフロー

当年度純利益 4,382,000

減価償却費 203,063,000

固定資産除却費 0

引当金の増減額 609,000

長期前受金戻入額 △ 109,037,000

受取利息及び配当金 △ 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 44,102,000

未収金の増減額 808,251

未払金の増減額 △ 6,862,000

小計 137,064,251

受取利息及び配当金 1,000

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 44,102,000

　　業務活動によるキャッシュフロー 92,963,251

２　投資活動によるキャッシュフロー

有形固定資産の取得による支出 △ 620,384,000

無形固定資産の取得による支出 △ 71,940,000

国庫補助金による収入 245,500,000

受益者負担金及び分担金による収入 12,880,000

他会計負担金及び他会計補助金による収入 119,476,000

　　投資活動によるキャッシュフロー △ 314,468,000

３　財務活動によるキャッシュフロー

企業債の発行 348,600,000

企業債の償還 △ 132,177,000

　　財務活動によるキャッシュフロー 216,423,000

４　資金の増減額 △ 5,081,749

５　資金の期首残高 122,612,842

６　資金の期末残高 117,531,093

（単位：円）

令和３年度　宮若市下水道事業会計キャッシュ・フロー計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）
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（１）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(2)
3

3,210 12,519 10,180 25,909 4,694 30,603

(0)
5

0 20,776 16,448 37,224 6,739 43,963

(2)
8

3,210 33,295 26,628 63,133 11,433 74,566

(2)
3

4,223 12,395 9,981 26,599 4,677 31,276

(0)
4

0 16,727 12,786 29,513 5,484 34,997

(2)
7

4,223 29,122 22,767 56,112 10,161 66,273

(0)
0

△ 1,013 124 199 △ 690 17 △ 673

(0)
1

0 4,049 3,662 7,711 1,255 8,966

(0)
1

△ 1,013 4,173 3,861 7,021 1,272 8,293

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,272 648 483 0 912 1,400 14,863 1,055 5,995

前年度 834 324 458 0 486 1,700 13,063 660 5,242

比　較 438 324 25 0 426 △ 300 1,800 395 753

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

職員手当
内　　訳

区　分

給 与 費 明 細 書

比　較

本年度

資本勘定支弁職員

備　　考区　　分

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

給　　　与　　　費 法　定
福利費

合　計職員数

損益勘定支弁職員

合　　　　　　計
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(0)
3

0 12,519 9,345 21,864 3,952 25,816

(0)
5

0 20,776 16,448 37,224 6,739 43,963

(0)
8

0 33,295 25,793 59,088 10,691 69,779

(0)
3

0 12,395 9,181 21,576 3,930 25,506

(0)
4

0 16,727 12,786 29,513 5,484 34,997

(0)
7

0 29,122 21,967 51,089 9,414 60,503

(0)
0

0 124 164 288 22 310

(0)
1

0 4,049 3,662 7,711 1,255 8,966

(0)
1

0 4,173 3,826 7,999 1,277 9,276

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,272 648 483 0 912 1,400 14,028 1,055 5,995

前年度 834 324 458 0 486 1,700 12,263 660 5,242

比　較 438 324 25 0 426 △ 300 1,765 395 753

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　分
職員数

給　　　与　　　費 法　定
福利費

合　計
備　　考

本年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

比　較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

職員手当
内　　訳

区　分
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　　イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計
（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(2)
0

3,210 0 835 4,045 742 4,787

(0)
0

0 0 0 0 0 0

(2)
0

3,210 0 835 4,045 742 4,787

(2)
0

4,223 0 800 5,023 747 5,770

(0)
0

0 0 0 0 0 0

(2)
0

4,223 0 800 5,023 747 5,770

(0)
0

△ 1,013 0 35 △ 978 △ 5 △ 983

(0)
0

0 0 0 0 0 0

(0)
0

△ 1,013 0 35 △ 978 △ 5 △ 983

扶　養 住　居 通　勤 特殊勤務 管理職 時間外 期末勤勉 児　童 退　職
（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 0 0 0 0 835 0 0

前年度 0 0 0 0 0 0 800 0 0

比　較 0 0 0 0 0 0 35 0 0

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

備　　考区　　分
職員数

給　　　与　　　費 法　定
福利費

合　計

本年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

前年度

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

比　較

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

合　　　　　　計

職員手当
内　　訳

区　分
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

増減額

（千円）

昇給によるもの 昇給率 0.30%

400 （昇給期）

　　1月 8人

給与改定によるもの 職員の異動の状況

0 （会計年度任用職員を除く）

会計間異動によるもの 　　本年度 8人

3,773 　　前年度 7人

　　増減 1人

　　　会計間異動 増 1人

減 0人

扶養手当 438 給与改定によるもの

住居手当 324 0

通勤手当 25 昇給によるもの

管理職手当 426 726

時間外手当 △ 300

期末勤勉 1,800 △ 155

児童手当 395 会計間異動によるもの

退手負担金 753 3,144

会計年度任用によるもの

35

その他

111

3,861職員手当

期末手当の支給月数改定によるもの

（職員数）昇給等に伴う増減分

4,173

区　分

給　料

増　減　事　由　別　明　細
備　　　考

3,773

その他の増減分

その他の増減分

（千円）

400

説　　　明
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（３）給料及び職員手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

平均給与月額 （円）

平均年齢 　　（歳）

一 般 行 政 職

３４５，２６３

３９４，３７８

４６．０歳

３４５，７７１

３９１，０３３

４５．０歳

区　　　　　　分

平均給料月額 （円）

平均給与月額 （円）

平均年齢 　　（歳）

１８２，２００

１５０，６００

技 能 労 務 職

（円） （円） （円）

大　学　卒

１５４，９００

１８２，２００

高　校　卒

備　　考

一 般 行 政 職

平均給料月額 （円）

備　　考区　　分 一 般 行 政 職

令和３年４月１日現在

令和２年４月１日現在

国　の　制　度
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　　ウ　等級別職員数

級

１級 （　　　） （　　　）

２級 （　　　） （　　　）

３級 ３ （　　　） ３７．５ （　　　）

４級 ３ （　　　） ３７．５ （　　　）

５級 １ （　　　） １２．５ （　　　）

６級 １ （　　　） １２．５ （　　　）

７級 （　　　） （　　　）

計 ８ （　　　） １００ （　　　）

１級 （　　　） （　　　）

２級 （　　　） （　　　）

３級 ２ （　　　） ２８．６ （　　　）

４級 ４ （　　　） ５７．１ （　　　）

５級 （　　　） （　　　）

６級 １ （　　　） １４．３ （　　　）

７級 （　　　） （　　　）

計 ７ （　　　） １００ （　　　）

※（　　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

一 般 行 政 職
区　　分

令和３年４月１日現在

令和２年４月１日現在

備　　考
職員数（人） 構成比（％）
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　　　　（級別の標準的な職務内容）

１　級 ２　級 ３　級 ４　級 ５　級 ６　級 ７　級

主　査

係　長

　　エ　昇給

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

　１号給 （人）

　２号給 （人）

　３号給 （人）

　４号給 （人）

　６号給 （人）

　８号給 （人）

　比率 （％）

（Ａ） （人）

（Ｂ） （人）

　１号給 （人）

　２号給 （人）

　３号給 （人）

　４号給 （人）

　６号給 （人）

　８号給 （人）

　比率 （％）

　職　　 員 　　数

　昇給に係る職員数

　号　給　数　別　内　訳

１００．０

区　　　　　　　　分

主　事主　事 調整監課　長

　職　　 員 　　数

（Ｂ）／（Ａ）

（Ｂ）／（Ａ）

８

８

１

　昇給に係る職員数

　号　給　数　別　内　訳

１

６

１

１００．０

７

７

一 般 行 政 職合　　計

１００．０

７

７

７

８

８

７

本年度

前年度

１００．０

１

６

区　　分

一般行政職 課長補佐主任主事
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　　オ　期末手当・勤勉手当

※（　　）内は、再任用職員の支給率

　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

国の制度

（支給率等）

（１．１７５）

２．２２５

（月分） （月分） （月分）

２．２５

支　給　期　別　支　給　率
区　分 備　考職制上の段階、職務の級等による加算措置

支給率計１２月（月分）６月（月分）

本年度

前年度

国の制度

（１．１７５） （１．１７５） （２．３５）

２．２２５ ２．２２５ ４．４５

（１．１７５）

４．４５

３級５％から７級２０％

３級５％から７級２０％

３級５％から１０級２０％

（１．１７５） （２．３５）

２．２５ ４．５

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度

２．２２５

（１．１７５） （２．３５）

（月分）
その他の加算措置 備　考区　分

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９支給率等 制度なし

４７．７０９ ４７．７０９ 制度なし２４．５８６８７５ ３３．２７０７６
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　　キ　特殊勤務手当

　　ク　その他の手当

－

区　　　　分

　　　 給料総額に対する比率　（％）

　　　 支給対象職員の比率　　（％）

　　　  （令和３年４月１日現在）

　　　 代表的な特殊勤務手当の名称

一 般 行 政 職

－

－

住　居　手　当

同

異

差異の内容区　　分 国の制度との異同

新築・購入５年未満の住居手当の支給を継続　　２，５００円／月
支給要件の家賃を月額１２，０００円以上（国：１６，０００円以上）とし、支
給限度額を２７，０００円（国：２８，０００円）としている

扶　養　手　当

通　勤　手　当 同
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（単位：円）

１　固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 26,768,159

　　ロ　建物 100,303,940

　　　　減価償却累計額 △ 13,654,000 86,649,940

　　ハ　構築物 6,256,099,054

　　　　減価償却累計額 △ 240,206,000 6,015,893,054

　　ニ　機械及び装置 239,205,947

　　　　減価償却累計額 △ 43,573,000 195,632,947

　　ホ　車輛及び運搬具 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ヘ　工具器具及び備品 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ト　建設仮勘定 0

　　有形固定資産合計 6,324,944,100

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 1,576,332,194

　　無形固定資産合計 1,576,332,194

　　固定資産合計 7,901,276,294

２　流動資産

（１）現金預金 117,531,093

（２）未収金 8,044,998

　　　貸倒引当金 △ 886,000 7,158,998

（３）貯蔵品 0

（４）その他の流動資産 0

　　流動資産合計 124,690,091

　　資産合計 8,025,966,385

令和３年度　宮若市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和４年３月３１日まで）

資　産　の　部

-18-



３　固定負債

（１）企業債 3,627,262,367

　　固定負債合計 3,627,262,367

４　流動負債

（１）企業債 146,650,000

（２）未払金 48,761,000

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 2,458,000

（４）預り金 300,000

（５）その他の流動負債 0

　　流動負債合計 198,169,000

５　繰延収益

（１）長期前受金 4,340,310,822

（２）長期前受金収益化累計額 △ 213,409,000

　　繰延収益合計 4,126,901,822

　　負債合計 7,952,333,189

負　債　の　部
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６　資本金

（１）資本金 39,442,037

　　資本金合計 39,442,037

７　剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　国庫補助金 0

　　ロ　負担金 0

　　ハ　他会計補助金 0

　　ニ　受贈財産評価額 26,768,159

　　資本剰余金合計 26,768,159

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 0

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 7,423,000

　　利益剰余金合計 7,423,000

　　剰余金合計 34,191,159

　　資本合計 73,633,196

　　負債資本合計 8,025,966,385

資　本　の　部
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注記

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表を作成している。

（１）固定資産の減価償却の方法

ア 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数 建物 １５年～５０年

構築物 ５０年

機械及び装置 １０年～３０年

イ 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法による

・主な耐用年数 施設利用権 ４５年

（２）引当金の計上方法

ア 賞与引当金

イ 貸倒引当金

ウ 退職給付引当金

（３）消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

２．予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　債権の不納欠損による損失に備えるため、過去の収納実績率等により回収不能見込額を計上している。

基づき、当年度の負担に属する額を計上している。

負担すると見込まれる額は、７５４，７８２千円である。

　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、他会計が

　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に

　本市は、退職手当組合に加入しており、下水道事業会計は一般会計を通じて、当該組合に掛金を拠出しているが、一般会

計との取り決めにより、下水道事業会計が一般会計に対して負担金を拠出して以降の追加的負担金は一般会計において措置

することとなっているため、下水道事業会計においては退職給付引当金を計上せず、拠出時に費用処理を行っている。
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（２）引当金の取崩し

ア 賞与引当金

３．セグメント情報

（１）報告セグメントの概要

（２）報告セグメントごとの営業収益等

令和３年度（自　令和３年４月１日　　至　令和４年３月３１日）

（注）上記、表中の数値については、税抜で記載している。

△ 57,859

64,659

　当年度における期末手当及び勤勉手当の支給及びその手当に係る法定福利費を支給するための賞与引当金の取崩し額は、

その他の項目

営業費用

2,521

　　一般会計補助金

　　一般会計負担金

51,408

合計特定環境保全公共下水道事業

経常損益

　宮若市下水道事業会計は、公共下水道事業及び特定環境保全公共下水道事業を運営していることから、公共下水道事業及び

（単位：千円）

203,063

119,000

108,949

36,768

23,000

6,800

営業損益

275,253

△ 288,504

339,912

　収益的収入

特定環境保全公共下水道事業の２つを報告セグメントとしている。

公共下水道事業

営業収益

37,071

166,295

96,000

81,152

　収益的支出

　　支払利息及び企業債取扱諸費

　　減価償却費

7,031

27,797

44,102

２，３２１千円を予定している。

44,608

項　目

1,861

△ 230,645

4,382
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（単位：円）

１．営業収益

（１）使用料収益 46,441,000

（２）雨水処理負担金 4,623,000

（３）その他営業収益 145,000 51,209,000

２．営業費用

（１）管渠費 1,276,000

（２）ポンプ場費 3,794,000

（３）業務費 755,000

（４）総係費 33,628,000

（５）流域下水道維持管理負担金 89,648,000

（６）減価償却費 190,704,000

（７）その他営業費用 0 319,805,000

　　営業利益 △ 268,596,000

３．営業外収益

（１）受取利息及び配当金 1,000

（２）他会計負担金 107,682,000

（３）他会計補助金 94,370,000

（４）長期前受金戻入 104,372,000

（５）雑収益 0 306,425,000

４．営業外費用

（１）支払利息及び企業債取扱諸費 44,689,000

（２）雑支出 0 44,689,000 261,736,000

　　経常利益 △ 6,860,000

令和２年度　宮若市下水道事業会計予定損益計算書
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）
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５．特別利益

（１）過年度損益修正益 0

（２）その他特別利益 12,222,000 12,222,000

６．特別損失

（１）過年度損益修正損 0

（２）その他特別損失 2,321,000 2,321,000 9,901,000

　　当年度純利益 3,041,000

　　前年度繰越利益剰余金 0

　　その他未処分利益剰余金変動額 0

　　当年度未処分利益剰余金 3,041,000
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（単位：円）

１　固定資産

（１）有形固定資産

　　イ　土地 26,768,159

　　ロ　建物 100,303,940

　　　　減価償却累計額 △ 6,827,000 93,476,940

　　ハ　構築物 5,733,311,054

　　　　減価償却累計額 △ 116,187,000 5,617,124,054

　　ニ　機械及び装置 141,609,947

　　　　減価償却累計額 △ 20,149,000 121,460,947

　　ホ　車輛及び運搬具 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ヘ　工具器具及び備品 0

　　　　減価償却累計額 0 0

　　ト　建設仮勘定 0

　　有形固定資産合計 5,858,830,100

（２）無形固定資産

　　イ　施設利用権 1,553,185,194

　　無形固定資産合計 1,553,185,194

　　固定資産合計 7,412,015,294

２　流動資産

（１）現金預金 122,612,842

（２）未収金 8,853,249

　　　貸倒引当金 △ 414,000 8,439,249

（３）貯蔵品 0

（４）その他の流動資産 0

　　流動資産合計 131,052,091

　　資産合計 7,543,067,385

令和２年度　宮若市下水道事業会計予定貸借対照表
（令和３年３月３１日まで）

資　産　の　部
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３　固定負債

（１）企業債 3,425,312,367

　　固定負債合計 3,425,312,367

４　流動負債

（１）企業債 132,177,000

（２）未払金 55,623,000

（３）引当金

　　イ　賞与引当金 2,321,000

（４）預り金 300,000

（５）その他の流動負債 0

　　流動負債合計 190,421,000

５　繰延収益

（１）長期前受金 3,962,454,822

（２）長期前受金収益化累計額 △ 104,372,000

　　繰延収益合計 3,858,082,822

　　負債合計 7,473,816,189

負　債　の　部
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６　資本金

（１）資本金 39,442,037

　　資本金合計 39,442,037

７　剰余金

（１）資本剰余金

　　イ　国庫補助金 0

　　ロ　負担金 0

　　ハ　他会計補助金 0

　　ニ　受贈財産評価額 26,768,159

　　資本剰余金合計 26,768,159

（２）利益剰余金

　　イ　減債積立金 0

　　ロ　当年度未処分利益剰余金 3,041,000

　　利益剰余金合計 3,041,000

　　剰余金合計 29,809,159

　　資本合計 69,251,196

　　負債資本合計 7,543,067,385

資　本　の　部
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金　額

1 下水道事業収益 397,818

1 営業収益 55,828

1 下水道使用料 48,620

1 公共下水道使用料 41,140 公共下水道使用料

2 特定環境保全公共下水道使用料 7,480 特定環境保全公共下水道使用料

2 雨水処理負担金 7,063

1 雨水処理負担金 7,063 雨水処理に係る一般会計負担金

3 その他営業収益 145

1 手数料 145 責任技術者登録手数料等

2 営業外収益 341,988

1 受取利息及び配当金 1

1 預金利息 1 預金利息

2 他会計負担金 108,949

1 他会計負担金 108,949 一般会計負担金

3 他会計補助金 119,000

1 他会計補助金 119,000 一般会計補助金

4 長期前受金戻入 109,037

1 長期前受金戻入 109,037 国庫補助金分 45,445

県補助金分 45

令和３年度 宮若市下水道事業会計予算説明書
収益的収入及び支出

　　　明　　　　　細　　　
目

収　　入

款・項

（単位：千円）

備　　　　考節
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金　額

　　　明　　　　　細　　　
目款・項

備　　　　考節

他会計補助金分 27,691

受益者負担金分 4,807

受益者分担金分 1,243

受贈財産評価額分 29,806

5 消費税及び地方消費税還付金 5,000

1 消費税及び地方消費税還付金 5,000 消費税及び地方消費税還付金

6 雑収益 1

1 その他雑収益 1 その他雑収益

3 特別利益 2

1 過年度損益修正益 1

1 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

2 その他特別利益 1

1 その他特別利益 1 その他特別利益
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金　額

1 下水道事業費用 395,851

1 営業費用 351,747

1 管渠費 2,102

1 委託料 1,144 マンホールポンプ維持管理委託料

2 光熱水費 225 マンホールポンプ電気使用料

3 修繕費 594 マンホールポンプ修繕費

4 通信運搬費 139 マンホールポンプ通信費

2 ポンプ場費 6,612

1 委託料 4,383 権助ポンプ場管理業務委託料等

2 光熱水費 576 権助ポンプ場電気使用料等

3 燃料費 10 権助ポンプ場施設燃料費

4 修繕費 605 権助ポンプ場施設修繕費

5 通信運搬費 39 権助ポンプ場自動電話通報装置

6 手数料 20 権助ポンプ場し尿処理手数料

7 工事請負費 979 権助ポンプ場水路浚渫工事請負費

3 業務費 853

1 負担金 853 上下水道システム保守管理委託料負担金

4 総係費 43,009

1 給料 12,519 一般職給

2 手当 8,093 扶養手当 318

通勤手当 152

支　　出

（単位：千円）

款・項 目
　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考
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金　額
款・項 目

　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考

管理職手当 487

時間外勤務手当 513

期末勤勉手当 4,129

児童手当 240

退職手当組合負担金 2,254

3 法定福利費 4,323 共済組合費等 4,295

公務災害補償基金負担金 28

4 賞与引当金繰入額 2,458 期末勤勉手当繰入 2,087

法定福利費繰入 371

5 報酬 3,210 会計年度任用職員報酬

6 委託料 8,338 水質検査委託料 297

電算関係委託料 8,041

7 旅費 202 普通旅費 127

会計年度任用職員費用弁償 75

8 備消品費 65 消耗器材費

9 印刷製本費 161 消耗器材費

10 通信運搬費 135 郵便料 102

インターネット回線手数料 33

11 手数料 2 口座振替手数料

12 賃借料 16 駐車料等

13 負担金 1,074 研修会参加負担金 365

日本下水道協会負担金 105

県内市下水道推進協議会負担金 20
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金　額
款・項 目

　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考

流域下水道促進協議会負担金 584

14 補助交付金 600 水洗便所等改造補助金

15 保険料 21 総合賠償責任保険料

16 報償費 1,320 受益者負担金一括納付報奨金

17 貸倒引当金繰入額 472 下水道使用料未収金に係る貸倒引当金繰入額

5 流域下水道維持管理負担金 96,108

1 流域下水道維持管理負担金 96,108 流域下水道維持管理負担金

6 減価償却費 203,063

1 有形固定資産減価償却費 154,270 建物減価償却費 6,827

構築物減価償却費 124,019

機械及び装置減価償却費 23,424

2 無形固定資産減価償却費 48,793 流域下水道施設利用権減価償却費

2 営業外費用 44,102

1 支払利息及び企業債取扱諸費 44,102

1 企業債利子 44,052 企業債利子

2 借入金利子 50 一時借入金利子

3 特別損失 2

1 過年度損益修正損 1

1 過年度損益修正損 1 過年度損益修正損

2 その他特別損失 1

2 その他特別損失 1 その他特別損失
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金　額

1 資本的収入 726,456

1 企業債 348,600

1 企業債 348,600

1 建設改良債 348,600 公共下水道事業債 279,500

流域下水道事業債 69,100

2 国庫補助金 245,500

1 国庫補助金 245,500

1 国庫補助金 245,500 社会資本整備総合交付金

3 負担金及び分担金 12,880

1 受益者負担金 8,940

1 受益者負担金 8,940 受益者負担金

2 受益者分担金 3,940

1 受益者分担金 3,940 受益者分担金

4 他会計負担金 27,180

1 他会計負担金 27,180

1 他会計負担金 27,180 一般会計負担金

5 他会計補助金 92,296

1 他会計補助金 92,296

1 他会計補助金 92,296 一般会計補助金

資本的収入及び支出

収　　入

（単位：千円）

款・項 目
　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考
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金　額

1 資本的支出 824,809

1 建設改良費 692,532

1 管路建設費 522,996

1 給料 20,776 一般職給

2 手当 16,448 扶養手当 954

通勤手当 331

住居手当 648

管理職手当 425

時間外勤務手当 887

期末勤勉手当 8,647

児童手当 815

退職手当組合負担金 3,741

3 法定福利費 6,739 共済組合費 6,693

公務災害補償基金負担金 46

4 委託料 33,677 水質検査委託料 677

調査設計委託料 33,000

5 旅費 84 普通旅費

6 備消品費 963 消耗器材費

7 賃借料 1,431 積算システムリース料等

8 工事請負費 426,378 公共下水道汚水管渠築造工事等

9 補償費 16,500 水道管移設補償費等

支　　出

（単位：千円）

款・項 目
　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考
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金　額
款・項 目

　　　明　　　　　細　　　

節 備　　　　考

2 ポンプ場建設改良費 97,596

1 委託料 2,596 調査設計委託料

2 工事請負費 95,000 権助ポンプ場受変電設備外改築工事

3 流域下水道建設負担金 71,940

1 流域下水道建設負担金 71,940 流域下水道建設負担金

2 企業債償還金 132,177

1 企業債償還金 132,177

1 企業債償還金 132,177 企業債償還金

3 予備費 100

1 予備費 100

1 予備費 100

-35-


